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国際会計基準審議会（The International Accounting Standards Board，以下，IASB と略）によ
る国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards，以下，IFRS と略）第16号
「リース」1 や，米国の財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board，以下，FASB
と略）による会計基準アップデート20162「リース」2 で使用権モデルの適用の下すべてのリース
取引のオンバランスが求められるようになった3。これに対してわが国の企業会計基準委員会（Ac-





















































































年 月 内 容




2002年 7 月 審議に際し，リース会計専門委員会が設置される。
2004年 3 月 企業会計基準委員会より「所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理に関する検討の
中間報告」が公表される。
2005年 5 月 リース事業協会より「リース会計基準に関する検討について（検討状況の報告）」が公表される。
2006年 7 月 企業会計基準委員会より試案「リース取引に関する会計基準（案）」が公表される。
2006年12月 企業会計基準委員会より企業会計基準公開草案第17号「リース取引に関する会計基準（案）」が
公表される。























































































































◯ リース期間が 1 年以内のリース取引。



























30 日本税理士連合会他「中小企業の会計に関する指針」2018年，「第 3 項」。
31 総務省「平成18年事業所・企業統計調査」〈http://www.stat.go.jp/data/jigyou/2006/kakuhou/gaiyou/






































































非については当然意見が分かれることになろう。ASBJ では，IASB と FASB の共同プロジェクト
は，最終的な基準の公表までは相当程度の期間を要するとして現時点におけるコンバージェンスを
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 解約不能のリース期間 5 年
 借手の見積現金購入価額48,000千円（貸手のリース物件の購入価額はこれと等しいが，
借手において当該価額は明らかではない。）
 リース料 月額1,000千円 支払いは半年ごと（各半期の期末に支払う。）
リース料総額60,000千円
 リース物件（機械装置）の経済的耐用年数 8 年
 借手の減価償却方法 定額法
 借手の追加借入利子率 年 8（ただし，借手は貸手の計算利子率を知り得ない。）
 貸手の見積残存価額はゼロである。






A利子抜き法・利息法 B利子抜き法・定額法 C利子込み法 D賃貸借処理
X1 年



























































































X1 X2 X3 X4 X5 合計
A利子抜き法・利息法 13,537 12,834 12,067 11,234 10,328 60,000
B利子抜き法・定額法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
C利子込み法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
D賃貸借処理 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
（出典） 筆者による。
先ず，所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理をみる。図表 4 は，各々の仕訳を示



























次に，上記図表 5 にある費用の推移をみていく。X1 年度では，原則処理である A の利子抜き法・
利息法を適用した場合「費用計上額13,537≠リース料支払額12,000」となる。一方，簡便法等の費







いては第章の図表 3 を参照されたい。図表 6 をみると原則処理である C の利子込み法と「ただ
し書」で例外処理として規定されていた A および B の利子抜き法（利息法又は定額法）の仕訳が
示されている。これらは，会計処理と同様のものであり税務上，リース期間定額法が減価償却方法






C利子込み法 A利子抜き法・利息法 B利子抜き法・定額法 E賃借料を償却費として取り扱う
X1 年

































































































X1 X2 X3 X4 X5 合計
C利子込み法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
A利子抜き法・利息法 13,537 12,834 12,067 11,234 10,328 60,000
B利子抜き法・定額法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
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